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経済論叢(京 都大学)第150巻 第4号,ユ992年10月 (279)ユ7

日本 経 済 再 生 の 条 件

一 シ ュンペーター型景気回復への処方箋一

西 村 功

は じ め に

92年6月,宮 崎義一 ・京都大学名誉教授 に よる 『複合不況(中 公新書〉』 が

出版 されて以来,複 合不況 とい う新語が今次景気後退 の性 格を端的 に表現 した

名造 語 と して,一 種 の流行語 とす らなってい る。

た しかに今回の不況 は,日 本 のみ ならず米欧 とも共通 して,バ ブルの崩壊 に

よる膨 大な不 良債権 の発生に伴 うクレジ ッ ト・クランチ と,従 来型 の有効需要

不足 とが重 な って増幅す る新 しいタイプであ る。 この間のバ ブル崩壊過程 につ

いて,宮 崎名誉教授 の きわめて実証的かっ ヴィヴィ ッ ドな分析は,け だ し現時

点 におけ る決定版 といえよ う。

そ こで本稿 では,宮 崎論文 ではあま り触れ られていない実物経済面 の分析 を

加 え,か っ過去の不況期 の経験 も踏 まえなが ら,今 次のいわゆ る複合不況 を克

服す るための処方 箋を描 いてみたい。

1不 況の性格 分析

経済情勢 の認識 や予測 には,常 に錯覚がつ きま といがちであ る。好況時 には

まだまだ景気上昇が続 くかの ように錯覚 し,逆 に不 況時 にはいつまで も立 ち直

りの契機す ら視野 に入 って こない。

現 に今回のバ ブル崩壊 によって景気 が完全な失速状態 に陥 っていた91年4～

6月 の時点 においてす ら,多 くのマ クロ ・エ コノ ミス トや政策 当局(特 に経済

企画庁)は,「 景気 は減速 しなが らも根強い拡大基調にあ り,"い ざ な ぎ 景
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気"の 記録 を更新す る長期好況 の可能性大」 とい う呑気な判断 を下 していた。

ちなみに筆者 は.す でに90年 秋 の時点にお いて,逆 資産効果や金融 ・資本市場

の不安定性,設 備投 資の下降 を主因 とす る景気後退局面 の到来 を予測 し,併 せ

て"い ざなぎ景気"と の比較 の無意 味さを指摘 していた(90年10月2工 日付 日本

経済新聞)。

他方,不 況下の経済調整 が遅 々として進 まず,さ らに信用 システムに対す る

不安感が根強 く潜在 してい る現状では,回 復 のシナ リオを容易 に描 くことがで

きず,こ とに ミクロの視点か らは トンネルの出 口が全 く見 えて こないのが実感

であろ う。

しか し,好 況の後 には必ず不況が あ り,そ れはや がて次の好況 に転ず る。 も

ちろん今回は,回 復局面が定着す るまでになお全治3年 ほ どの期 間を要す るで

あろ う。 では,不 況か ら立 ち直 るた めの条件は何か。

これ を解明するために,過 去の不況時の経験 と学習効果が有 益な ヒン トとな

ろ う。 い うまで もな く,今 回の不況は これ まで経験 のない新 しいタイプのそれ

で あ り,バ ブルの崩壊を背景 とす る不良資産の発生 に伴 う信用 システムの不安

と,実 物経済面 での需給失衡 とが相乗的 に作用 してお り,「 複合不況」 と呼ば

れ るゆえんである。 したが って過去の不況 にその類型 を求 めることは不可能 で

あ るが,不 況対策の ヒン トを探 るために,あ えて表面的 な現象面 の類似性 を求

め るとすれば,昭 和40年 不況 と,二 次にわたる石油危機 不況 とが合成 された姿

といえよ う。

(1)昭 和40年 不況 との類似的共通点

まず40年 不況 との共通点 を考察す る。

その第一は,不 況の基本的背景 ・誘因が,外 生的要因ではな く,も っぱ ら内

生的要 因に求め られ る点 であ る。

第二 は,資 本市場 ・信用機構 の不安 と実物経済の不況 とが同時 に発生 し,そ

れが複合的に作用 した点 であ る。
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40年 不況は、昭和30年 代決の証券 ブームが峠 を越 え,運 用預 りをテコとす る

自転車操業的 な株価 の維持が行 き詰 って,危 機的な証券不況 を惹起 した もので

あ った。 これ に伴 う一般投資家 のパ ニックを未然に防止 して信用 システムの安

定 を保全す るため,日 銀の特別融資 による証券会社 の救済 が行われ た ことは記

憶 に新 しい。

この間,す でに景気拡大が天井 に達 していたに もかかわ らず,産 業界におい

ては,企 業間信用 と銀行融資の膨張 に支 え られ て,在 庫 の積み増 しと設備投資

の増強が行 われ た。 この結果,国 際収支改善 のための引締 め政策へ の転換 によ

って経済が減速す るや否や,一 挙 に需給の不均衡 と企業収益お よび財務体質の

悪 化が顕在化す るに至 った。 これが当時,「 マ クロと ミクロの乖離」 といわれ

た高度成長下 におけ る企 業の収益低下 をもた らしたわけである。 しか も,大 型

倒産の頻発 によって,ミ クロの不況感は一段 と増幅 され た。

では,今 回のバ ブル不況 と40年 不況 との共通的性格は何 であ ろうか。

今回 の不況 は,基 本的 には1980年 代後半の超金融緩和 と異常 な低金利政策の

もとで発生 した資産イ γフレと,金 融機関の融資急増,企 業の債務膨張 とい う

内生的要因 を発生源 としている。す なわ ち,ユ985年9月 の プラーザ合意以降の

国際的 な金融緩和 と日本の内需主導型経済への転換要請 に対応 して,日 本銀行

は長期 にわた って超緩和政策 を実施 した。特に1987年2月 か ら89年5月 に至 る

2年3ヵ 月の間,公 定歩合は2.5%の 低位に据 え置かれ,こ の間マネー ・サプ

ライ(M2+CD)も87年 か ら90年 に至 る4年 間にわた り2桁 の急増が続 いた。

このよ うな異常 な金融政策 を背景 として,地 価 ・株価 の急騰 とい う資産 イン

フレが発生 したこ とはい うまで もないが,同 時 に実物経済面 において も過大投

資が発生 した。 なかんず く1988年 度か ら90年 度 まで3年 にわた って設備投資が

年率15%(実 質)の 急増 を続 けた ことが,現 在 の需給失衡 を招来 した ことは明

白である。石油危機不況 を克服 して以降1980年 代前半においては,設 備投資が

.きわめて安定 した着実なペ ースで成長 した。その内容 をみる と,① 長期 的 な経

営戦 略に立 ったR&Dお よび新事 業の開発投資,② 情報 ネ ッ トワー クの構築,
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物流改革,省 力化を包含 した広義の合理化投資,③ 需要増 加に見合 った能力増

投資の3分 野のパ ラソスが適度 に保 たれていた。 このよ うな質的バ ランスが,

着実 な投資増加の もとでの需給 の均衡 と,企 業の体力強化 を可能 ならしめたわ

けである。

しか しなが ら,超 金融緩和 に伴 う資金調達 コス トの極端 な低下 は,企 業 の投

資戦略の厳 しさを失 わせ る結果 となった。 しか もバ ブル経済 の もとでの経済 の

水膨れ現象が,過 大 な需要予測の錯覚 を生 み,企 業 を安易 な投資拡大へ と走 ら

せ た。前述の投資急増期間 において,生 産能力拡大投資 の比重が異常 に増大 し,

その結果経済 の減速 に伴 って需給バ ランスの天衝が一挙 に顕 在 化 す るに 至 っ

た。

これ を企業の収 益 財務体質 の面 か らみ ると,過 剰 な資 金調達 による過大投

資 と財テ クの行 き詰 ま りが,超 低金利時代の終 束に伴 って急激 な収益悪化 とな

って表 われた。す なわち,設 備過剰 と需要減退か ら稼働率が急速 に低下す る一

方,減 価償却費 の増嵩 と金利上昇によって固定費負担 が増大 し,営 業利益の大

幅な低下 あるいは赤字化 を招来 した。 このように,過 大投資に よって資本 の回

転率が低下す ると同時に,財 テ クの失敗か ら資金の固定化 と保有資産の質的悪

化 ・含み損 の発生 とい う,い わゆ る 「バ ランスシー ト不況」 の様相 を呈 してい

るわけである。

昭和40年 不況 と今次のバ ブル不況 は,い ずれ も信用 システムの不安 と企業 の

財務体質悪化 とが複合 している点 において共通 であるが,信 用 システムの動揺

が40年 不況では証券業のみに限定 されていたのに対 して,今 回は金融 ・証券 ・

ノンバ ンクを包含す るきわめて広範囲の業界が資産 デ フレの衝撃 を受けている

のが特徴であ る。

② 石油危機不況 との類似点

次に石油危機不況 との共通点につ いて考察 したい。い うまで もな く,石 油危

機 不況 は原油供給 の将来 に対 す る危惧 と原油価格の断絶的上昇 とい う,多 分 に



日本経済再生の条件(283)21

政 治的 な外部要因が発生源であった。 この点 で,今 回の不況 は もっぱ ら内部要

因に起因 してお り,そ の性格 を異 に してい る。

しか しなが ら,こ の ような相違が あるにせ よ,不 況発生後 のプロセス,す な

わ ち中期的 な経済成長率 の屈折 と経済全般にわた る リス トラクチュア リン グが

不可避 であ る点 において,両 者は共通点が多い。

石油危機不況は,原 油価格急騰 に伴 うコス ト構造 および価格体系の革命的変

化 に対応す る経済構造 の大転換 を惹起 した。す なわ ち,エ ネルギーお よび諸資

源 の コス ト急騰が,市 場機能 を通 じて省エネ ・省資源型技術 および商 品の開発,

企業経営 ・家計行動 の変化 を促進 し,経 済全般 にわたって資源 ・エネルギ ー多

消費型構造か ら省資源 ・省エネ型構造への転換 をもた らした。 また これ と同時

に,マ クロ経済面 では,過 去 の高度成長期 の年 平均10%成 長経済か ら,5%成

長経済 への急激 な屈折が起 った。 このよ うな環 境変化 に対応 して,企 業は従前

の10考 成長経済 を前提 とした経営戦略 ・経営体 質か らの脱却 と,5%成 長 を前

提 とした経営の再構築 を迫 られたわけであ る。具体的 には徹底 した減量経営 と

効率化 を通 じて コス ト軽減,損 益分岐点の引下 げに注力 した。同時に経営資源

の重点的再配分 によって高付加価値部門の育成強化 を図 り,エ ネルギー ・資源

の高=ス ト時代 に適合 した経営体質への転換 に経営努力 を傾注 した。 これ ら一

連 の リス トラが完了す ることによ って石油危機不況か らの脱 出 と景気回復 が可

能 とな ったのである。1976年 か ら79年 に至 る4年 間は毎年約5%の 経済成長 を

持続 してい るに もかかわ らず,そ の前半 の2年 間ば不況感が根強 く残 り,後 半

の2年 に至 って急速 に景気回復感が強 ま った とい う事実は,こ の間の事情 を端

的に示す証左 といえよ う。す なわ ち過去 の10劣 成長 か ら5%成 長への移行 に対

応す る調整 の プコセスが前半 の2年 には まだ完了せず,後 半 の2年 に至 って よ

うや く経済 の構造転換,企 業経営の リス トラの効果が顕現化 した ものであ る。

さ らに,こ の よ うな過程 を経て,日 本 の産業界は石油危機前 よ りもさ らに強靱

な国際競争力 を具 備す ることに成 功 した。

今回 の不況 は,そ の発生源 の性 格が異 なるにせ よ,1980年 代後半のバ ブル時
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代 におけ る6%成 長経済 を前提 とした経済運営,企 業経営,家 計行動か ら,3

%成 長経済への移行 に伴 う各経済 セ クターの調整 として とらえることができる。

この意味 において石油危機不況 の経験か ら学ぶべ き点は多い とい えよ う。

11不 況克服の条件

さて,今 回のバ ブル不況の性格 を上記の ように とらえるな らば,不 況克服の

処方 箋 もまたお のず か ら明 らか であ ろう。 これ を企業経営お よびマクロ経済政

策 の両面 か ら論 じてみたい。

(1)企 業 の経営革新

まず第一の基本的要件 は企業 の リス トラ クチ ュア リングであ るが,こ れ には

バ ブルの後遺症か らの脱却 と,将 来へ向けての需要創 出 とい う2面 があ る。

① 損益分岐点の引 き下 げ

その一つは,企 業 のス リムな経営体質への再構築 である。前述の通 り,今 回

の不況の性格 を表徴す る連続3年 間の減益 とい う収益力の低下ぽ,バ ブル時代

の拡張路線 の もとで,経 費 のぜい肉が付着 し,財 務体 質が急激に悪化 した こと

に起 因す る。

そ こで差 し当 っては切 りつめ易い3K(交 際費,交 通費,広 告費)な ど一般

経費 の削減が先行 してい るが,収 益体質 の根本的な改善 には,固 定費 比率 の低

減 に よる損益分岐点の引 き下げ が不可欠であ る。

現在,製 造業の損 益分岐点売上高比率は90%と,過 去の ピー クであ った石油

危機不況時の水準 にほぼ達 している。石油危機 当時 の損益分岐点 の上昇は,原

油 ・原料価格の急騰 に伴 う変動費の増嵩が主因であったのに対 して,今 回は人

件 費お よび減価償却費 を中心 とす る固定費 の未 曽有 の増大が主因である。 しか

しなが ら,減 価償却費 ・利払 い費はバ ブル期 ゐ過大投資 と資金の固定化が原因

だけに,当 面 その大幅な圧縮 ほ困難 である。 したが ってその実現 のためには,

不採算部門および遊 休資産の整理,高 付加価値の本業部門への経営資源 の重点
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的 再 配 分 を 中心 に,経 営全 般 にわた る ダ ウンサ イ ジ ング(減 量:経営)に よ って,

固定 費 比率 の引 き下 げ と大 幅 な効 率化 を 同時 に図 る こ とが必 要 で あ る。

② 新 た な需 要 創 造型 の事 業 開発

い ま一 つ の リス トラは,新 た な需要 創 造 へ 向 け て の前 向 きの対応 であ る。 前

述 の減 量経 営 に よ る経 費 の圧 縮 は,企 業 の リス トラに とって前 提 とな る必要 条

件 で あ るが,そ れ だ け では十 分 条件 とぽ な らない。

不 況 か らの脱 出 に は,果 断 なぜ い 肉落 しを実行 した うえで,経 営 の 目標 を明

確 に見定 め,新 た な収 益 源,有 効需 要 の創 出の た め重 点投 資 を図 る こ とが不 可

欠 で あ る。

石 油 危機 不 況(特 に第二 次)の 克服 に際 して,企 業 は 一方 で徹底 的 な減 量 経

営 に よ る コス ト削減 を実 現す る と同時 に,他 方 で は コス ト構 造 ・価 格 体 系 の変

革 に対 応 して,新 素 材 の開発,ニ レ ク トロニ クス技 術 と高度 の ソフ トを駆使 し

た新 事 業 の創 出 と画期 的 な生 産 性 向上 に取 組 ん だ。 これ が 省資 源 ・省 ニ ネ時代

に おけ る高 付 加価 値 商 品 と世 界 で最 先 端 の生 産 シス テ ム を生 み 出 し,ユ980年 代

前 半 の イノ ペ ー シ コソ型 景 気 回復へ と結 びつ い た わ け であ る。

現在 の不 況 局面 では,バ ブル の崩 壊 とい う現象 面 のみ が強 調 され が ち であ る

が,そ の底 流 にお いて,1980年 代後 半 の低 コス ト時 代 か ら高 コス ト時代 へ の移

行 とい う構造 変 化 が起 って い る こ とを看 過 して は な るまい。 す なわ ち,バ ブル

時 代 に エ ク イテ ィ ・フ ァイナ ンス に よ って実質 金 利 ゼ ロで調 達 で きた長期 資金

は,今 後 は 中期 的 に最 低6%の 水 準 に シフ トして定 着 す るで あ ろ う。 また,高

齢社 会 の到 来 と労 働 時 間短 縮 は慢 性 的 な労働 需 給 の ミスマ ッチ ングない し労 働

力不 足 を通 じて,人 件 費 の増 大 を招来 し よ う。 さ らに,環 箋 保 全対 策,コ ミニ

ニテ ィー活動 の要 請 な ど,企 業 の社会 的 コス トは従 来 になか った新 しい コス ト

増 要 因 として付 加 され る。

この よ うな高 コス ト時 代 に対 応 す る ビ ジネス機 会 を創 出す る イ ノベ ー シ ョン

が必 要 であ る。例 えば,ソ フ ト・エ ネ ル ギ ーを利 用 した環 箋 保 全型 商 品 ・サ ー

ビス を比較 的 低価 格 で供給 す る技 術開 発,画 期 的 な省 力 シス テ ムの開 発 。 高齢
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者 が 自力 で社 会 生 活 を営 む こと を補 助 す る各種 の 商品 ・サ ー ビスの開 発 。生 産,

物 流 の全面 的再 編 成 に よって環 境 対 策 と コス ト ・ダ ウ ンの一 石二 鳥的 効 果 を実

現す る シス テ ム の構 築 な ど。つ ま り,一 見 不 利 に作用 す る要因 を逆 手 に と っ

て,画 期 的 な コス ト ・ダ ウ ン と新 た な需要 創 造 ,収 益 機会 に結 びつ け る した た

か な経 営 革新 が 求 め られ る。

② 金融 システムの安定性確保

次 に第二の要件は,今 回の不況 を性格づける金融機関経 営の質的低下 による

心理 的不安要 因 とクレジッ ト・クランチの懸念 を早急 に除去す ることであ る。

40年 不 況当時 は,証 券業界の経営危機 によるパ ニックを予防す るた め,日 銀

特融 と銀行 の救済融資 とい う緊急措置 の発動 によって危機 を乗 り切 ることが で

きた。今 次の金融不況は,証 券業界 に とどま らず,銀 行,ノ ンバ ンクを含 めた

金融セ クターの全分野 を巻 き込 んだ広範 な不況 であ り,し か もグローバルな拡

が りのなかで発生 している。

そ こで,今 後 の対応 も国際的 なスタ ンダー ドに立脚 した正攻法 によって,信

用 システ ムへの信頼感 を修復す るに足 るものでなげればな らない。そのキ ー ・

フ ァクターは次の2点 であろ う。

① デ ィス クロージャーの徹底

その一は,金 融機 関の経営 内容 に関す るデ ィス クロージャーの徹底 である。

最近 におけ る信用不安 の主因 の一つ に,金 融機 関が抱 える不良資産 の金額お よ

びそれ に対す る引 当の実施状況 についての不透 明性が ある ことはい うまで もな

い。 したが って,こ の ような運 用資産の実態 と引当金計上の基準 に関す るデ ィ

ス クロージャーの徹底 によって,金 融機関経営 の透 明度 を格段 に高め,信 用シ

ステムへの不安感 を払拭す ることが不可欠である。

ただ し,こ れを実施す るに当 っては.同 時にその後 の不良債権整理 の計画 を

明確 に示す ことが前提 となる。か りにこの計画 を明示す ることな く,デ ィス ク

μ一ジャーだ けを強制すれば,か え って金融機 関の経営に対す る不安感 を増 幅
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し,信 用 システムの動揺 を来す恐れが ある。 この債権 整理計画 の明示 とは,次

に述 べ る金融機 関 自らの対策 と政策 当局の制度的 ・行政的対応 の両面 を含む も

のであ る。

② 不良債権 の早期償却

その二 は,前 記デ ィス クロージャー と表裏一体 の課題 として,サ ウン ドバ ン

キ ングの維 持のため,現 在抱 えている不良債権 を短期 間で一挙 に償却す ること

が必要 である。

これ をアメ リカの商業銀行の事例 についてみ ると,80年 代以降,石 油開発融

資 の不良化,途 上国向けカ ン トリー リス ク貸金 の累増 バ ブル期 の不動産関連

融資 の急増 と,相 次いで貸出債権 の質的内容が悪化す る事態が起 った。 これ に

対 して,各 行 それぞれ独 自の対策 を講 じたのは もちろんであるが,共 通の手段

としては,大 規模 な人 員削減,資 産売却 と同時 に,不 良債権の償却 を一挙に実

施 してい る。 この結果,短 期的 には赤字決算 と配 当率 の引 き下げ とい う事態 を

余儀 な くされた ものの,膿 を出 し切 ることに よってその後 の業績回復は比較的

順調 なケースが多か った。

日本の場合,第 二 次大戦後の約50年 の長 きにわたって,金 融機 関が軒並みに

多額 の延 滞貸 出債権 を抱 えるとい う事態が皆無であった ことに加 え,い わゆ る

護送船団方式 の行政 の もとで横並 び意識 の経営が常態 化 して いた。 また貸倒 引

当金の計上や貸出債権の償却 について も,税 務上,行 政上の きわめて限定的 な

制約が設 け られ,各 金融機 関が 自己責任 において自主的 に処理す る余地 が小 さ

か った。

しか し,こ れ までの ような横 並び方式 を続け ることは もはや限界に達 してい

る。 もしか りに,今 後 も横並び意識の もとに,不 良債権の償却 を先送 りして表

面上 の利益 を計上 し,実 力不相応の納税 を続けている限 り,体 力は次第 に低下

す ることは必定 である。 ひいては 自己責任 で健全経営 を維持 し得 る体力 を保持

してい る金融機関 まで も,早 晩その余力 を失 う恐れ な しと しない。

この際 実態 のデ ィス クロー ジャーと同時に,早 急 に債権償却 を実施す べ き
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であ り,そ の結果経常損 益の赤字計上,配 当の引下げ または一時停止 とい う事

態 を生 じて もやむを得 ないであろう。む しろ国際的なスタ ンダー ドか らいえば,

金融機関が 自己責任 の もとにサ ウン ド・バ ンキ ングの維持 のため,一 時的に赤

字 決算をす るのは常識 である。逆 に償却 を遅延 して表面的 に黒字 を計上 した と

して も,そ れ は不健全 な粉飾 として国際的信用 を失 うであろ う。

これ に関す る行政 ・制度面の対応 としては,貸 倒引 当金の計上お よび債権 償

却 について,一 律の制限的な基準を緩和 し,税 務上 も極力金融機 関の 自主的判

断 に委ねて.無 税償却の余地 を大 きくす る方式 に移行すべ きであ る。

さらに,横 並 び行政か らの脱却 と自己責任原則の徹底 は,必 然的 に金融機関

の体 力格差の顕現化 をもた らし,自 力解決が不可能な金融機 関の存在 を も白 目

の もとに曝す ことになろ う。 これに対 しては,信 用不安 を未然 に防止す るた め,

別途救済 措置 を用意す ることが不可欠 であ る。

(3)多 様 な政策手段 の発動

さ らに第言の要件 として,経 済 の縮 小均衡 を防止す る多様 な政 策手段のパ ッ

ケージが必要 なことを指摘 したい。

景気回復の基本的条件 が,前 述の通 り企業 ・金融機 関の 自力に よる リス トラ

にあ るこ とはい うまで もない。 しか しなが ら,民 間の 自己責任 による経営再建

は,当 然の ことなが ら広範 にわたる経費削減,大 規模 なス トック調整,さ らに

は雇用調整 を伴 う。 その過程 で生ず る縮 小均衡 作用 を放置すれば,経 済回復 の

芽 を摘み取 るのみな らず,景 気の底割れ を来す可能性 もあ る。

したが って,政 策 当局はタイ ミングを失す ることな く総需要の減退 をカバ ー

す るための政策手段 を講ず る必要がある。 ちなみに,日 本総合研究所の試 算に

よれば,企 業が損益分岐点 の引下げ によって収益体力の回復 を実現す るために

必要 な固定費圧縮額は,1992年 現在 の全産業ベース(金 融 ・保険 を除 く)で4

兆円に達す る。 したが って,こ の需要減少 に見合 った総需要の造 出が必要 とな

るわけであ るD
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そのためには,政 策効果 に制約のあ る公共事業 のみ に傾斜 した対策だけでな

く,投 資減税 ・所得減税 も併せ た多様 な手段 を組 み合わせて発動 す るのが効果

的 であろ う。ただ し、減税財源は,長 期的 な財政体質 の悪化 を防止 して中期的

な均衡財政 と経済 の ビル ト・イン ・スタ ビライザ ー機能 を維持す る観点か ら,

景気回復時の財政余剰金 か らの優先償還 を義務づけた特例 国債 によるべ きで あ

る。

経済政策 におけ る最重要 の眼 目は,政 策発動 の タイ ミングである。過去の政

策 の失敗 は,進 む ときも退 くときも,そ のタイ ミングの遅れ にあった とい って

過言ではない。 今回の景気調整 の主体が民 間企業 ・金融機関 にあ ることは もち

ろんであるが,政 策 当局 も経済運営の失敗 の責任 を,今 後 のタイ ミングの よい

政策発動 によって果すべ きであ ろう。

IIIむ す び

前述 の通 り,日 本 の産業界はかつ て石油危機 とい う経済構造の変革期 に直面

して,そ の克服 の第一局面 として徹底的 な減量経営 に取 り組み,次 に第二局面

として省エネ ・省資源型経済構造への転換の担 い手 となる各種 のイノベー シ ョ

ンに果敢 に挑戦 した。特 に第二次石油不況か らの回復局面 で,筆 者 は こ れ を
"新シ
ュンペ ーター型景気回復"と 性格づけた(1984・2・11付 週刊 ダイヤモ

ン ド誌)。

今次のバ ブル不 況の克服において も,ま さに この イノベ ーシ ョンが必要 であ

る。

シュンペーターは,『 経済発展 の理論』 において
,経 済発展 の原動力は企業

家 のイ ノベーシ ョンにあると結論づけ,イ ノベーシ ョンの内容 として,① 新 し

い財貨の生 産,② 新 しい生産方法の導入,③ 新 しい販路(市 場)の 開拓 ④原

材料 な どの新 しい供給源 の獲得,⑤ 新 しい組織 の実現 の5要 素を挙 げてい る
。

この5つ の新機軸 を現実の課題 に照 らして解釈 しつつ,一 言 で簡記すれ ば次

の通 り。
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第一の新 しい財貨の生産一 先端技 術 を体化 した高度技術集約商品。環境保

全型商品お よび環境修復技術。各種 シルバ ー ・サ ー ビスな ど。

第二 の新 しい生産方法 の導入一 資源 リサイ クル ・システム。CAD,CAM,

CIMの 導入 による高度省力生産 システムなど。

第三の新 しい販路 の開拓一 ユーザーの ニーズを敏感 にとらえる揚 棄型 マー

ケテ ィング。通信 カタログ販売等低 コス ト商品の提供 な ど。

第四の新 しい供給源一 各種新素材の開発に よる材料革命。情報資源の シス

テム化に よる生 産 ・販売 ・在庫 ・物流管理 な ど。

第五の新 しい組織一 ス リムで風通 しの よい組 織。顧客 のニーズに敏感 に レ

スポ ンス し得 る柔軟 な組織。女性お よび中高年者 の有効 活用 な ど。

このようなイノベーシ ョンの担い手 であ る企業家精神 を重視 した シェンペ 一

夕ーは、 「不況は好況への準備期 間である」 との名言 を遺 してい る。 この言葉

が今 日ほ ど大 きな意味 をもっ ことは近年稀有であ った とい って過 言では あるま

い 。

昨今 の 情勢 か ら,欧 米 の一部 で 日本 経 済 斜陽 論 が さ さや かれ て い る と聞 くが.

日本 経 済 の強 さの根 源 で あ る"変 化 に対 す る企 業 の柔 軟 な対 応 力"は い まだ 決

して失 われ て いな い。

(工992.10.13)


